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1．研究背景と目的

　今日多くの大学は，18歳人口の減少に伴い，入試で学生を選抜することが困難な状況におかれて

いる。このために入学後，学生の学力の低下が指摘されるようになり（岡部他編，1999），学習成

果の質保証の必要性が一部高等教育研究者の間で言及されているが，その必要性については，理論・

実証双方の側面からの研究蓄積が必要である。しかしこの学習成果を学問的知識と定めた研究（村

澤，2003）と比べて，卒業後の学生の大半（一時的な仕事に就いた者を含めて87.3%）（文部科学省，

2011）が就職者である実態に即し，職業において必要とされる能力である職業的レリバンス能力（小

方，1998）1）について検討した研究は少ない。労働市場に付加価値を付けて送り出すことは，大学

の一つの重要な機能であるため，本研究では，大学生の学習成果としての職業的レリバンス能力に

関する研究動向を整理し，その上で今後の残された課題を提示する。

　次に，本研究のレビューの枠組みについて述べる（図表1）。まず第2節では，就職研究に触れる。

本研究の課題は，大学生の学習成果としての職業的レリバンス能力に関する研究動向のレビューを

行うことにあるが，あえて初めに就職研究をみていくのは，大学卒業後の学生の大半を受け入れて

いる企業との関連で，本研究の課題である学習成果としての職業的レリバンス能力ではなく，学歴

（大学偏差値）の影響が強いとする「空洞説」が支持されてきたためである。このため第2節では，

これまでの大学生の学習成果としての職業的レリバンス能力に関する研究において，職業的レリバ

ンス能力を達成するために，大学に関するどのような要因が影響を及ぼしているのか具体的に検証

されることが少なかったことに言及すると共に，その要因を明らかにする今日的意義を述べる。

　その上で，職業的レリバンス能力を達成するための多くの大学に関する要因の一つとし，職業的

レリバンス能力を達成することが可能な学生を，大学入試で選抜することが出来れば，大学として

は最も合理的であるため，第3節では，学習成果と大学入試研究について，(1)戦後大学入試の歴史

的変遷を概観し，(2)大学入試に関する実証的研究の視点から今後の残された課題の検討を行うこ

ととする。しかし，特に Fランク大学（偏差値40-45以下）のような定員割れしているような大学

には，そもそも職業的レリバンス能力を達成することが可能な学生を含め，大学入試で学生を選抜

する余力が残されていないのが実情であろう。このような大学入試が選抜機能を果たしていない大

学においては，出来るか出来ないかにかかわらず，大学入学後の学生本人の個人的な努力に加え，

何よりも大学としての様々な制度・組織的な取り組みが重要となってくることは言うまでもない。
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図表1　本研究のレビューの枠組み

　そこでまず第4節（学習成果と各学年の質保証）では制度的な取り組みの視点から，昨今，出口「一

時点」での質の保証が行われ始めているが，「一時点」の評価では評価基準を満たせなかった学生

が改善する上で金銭・時間的制約が生じてくることを念頭に，各学年における職業的レリバンス能

力の質保証を実施する必要性があることについて言及する。また次に第5節（学習成果とエンゲー

ジメント研究）では個人・組織的な対応の観点から，(1)学生のエンゲージメント，(2)教員のエン

ゲージメント，(3)職員のエンゲージメントについて各々レビューを行った上で，それぞれの項に

おいて残された課題を提示する。そして最後に第6節においては，本研究の第1節～5節までを通し

て提出された今後の課題をまとめ直すことによって，本研究の結論とすることとしたい。

2．就職研究―学習成果としての職業的レリバンス能力の検証の必要性―

　今日大学卒業後の学生の進路は87.3%が就職（一時的な仕事に就いた者含む）である（文部科学

省，2011）。これまでの研究において就職は，大学在学中の学びの成果ではなく，学歴（大学偏差値）

との繋がりが強いとされ，「空洞説」（矢野，2001）が支持されてきた2）。このことは，「企業の採

用は大学の知識を尊重していない（前掲，13頁）」，「勉強していい成績を取っても就職と何の関係

もない（天野，1994，16頁）」や，「大学の勉強内容は，職業生活には役にたたない（安田，1999，

119頁）といった数多くの言説からもわかるように，一般的に良く知られていることである。

　大学卒業後の就職との関連で「空洞説」が始まりをみたのは，天野（1986，14頁）によれば，「国

家官僚をはじめとするエリート養成を行うことを期待された帝国大学，特に法科大学及び文科大学

の卒業者に，国家官僚の無試験任用の特権を与え，エリートの座を約束した」ことに由来するとさ

れている。そして，「企業が入学時あるいは入学後の選抜度によってつけられた，学校間の威信の

序列を前提とし，その序列にしたがって採用を行った（天野，2006，215頁）」ことで定着をみた。

　それ以降，「空洞説」を理論・実証双方の観点から支持する研究成果が数多くみられるようになっ

ていく。理論的な研究成果として，企業は大学在学中に獲得した知識・技能に基づいて学生を採用

しているのではなく，学歴が職務遂行能力を示すシグナルであると判断し，採用活動が行われてい

るとする知見がみられる（Arrow, 1974）。実証的には，企業が学歴を重視する背景を学歴社会論の

視点から解明が行われ（新堀・潮木編，1975），大企業に偏差値上位校出身者が集中する「学歴の

ねじれ効果」の有効性が明らかにされた（竹内，1989）。また，チャータリング理論（David, 1971）
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の観点から，大企業志向は偏差値上位校出身者ほど強いことが解明されてきた（丸山，1981）。そ

してこれら一連の研究に対し，Granovetter（1974）のジョブマッチング研究や，それを日本で実証

した渡辺（1991）の研究を参考に，各企業への就職人数が，蓄積された過去の時間の上に成り立っ

ている可能性を検討していないと批判し，先輩・後輩関係（OB・OG）のネットワークに着目した

就職経路の分析が行われてきた（苅谷他，1993）。この大学の果たす選抜機能を重視し，大学とい

う属性（偏差値）に着目した配分が，入職後の職務遂行能力を表す一種の業績と関連があるという

事実を梶田（1981）は「属性主義によって代用された業績主義」と呼んでいる。

　しかし，大学進学率がユニバーサル化したことによる入試の選抜機能の低下や，長らく続く景気

の低迷によって企業内訓練機能が衰退（岩脇，2004）するにつれ，「空洞説」から，大学在学中の

学びの成果が重要であるとする大学教育の「実質説」（矢野，2001）が主張され始めた。これまで

も「実質説」については，大学は個人の生産性の向上に寄与する知識・技能を付与する機関であり

（Gary, 1962），企業が人材選別の手段に学歴を用いるのが有効ではないと，「実質説」を支持する研

究成果がみられた（小池・渡辺，1979）。しかし，その大学在学中の学びの内容は，学問的知識で

はなく（日本労働研究機構，1993），職業と関連した知識・技能である職業的レリバンス能力（小方，

1998）であることを実証的に明らかにした研究もある。だが，これまで長い間「空洞説」が優勢で

あったため，この職業的レリバンス能力を達成するために，大学に関するどのような要因が影響を

及ぼしているのか十分な検証がなされてこなかった。そこで以下からは，その要因を検討する。

3．学習成果と大学入試研究

　本節ではまず，①戦後の大学入試の歴史的変遷を概観し，次に，②大学入試に関する実証的研究

の検討を行った上で，残された課題を提示することとしたい。

（1）戦後大学入試の歴史的変遷
　戦後の大学入試は，①進学適性検査（1947年―1954年），②能研テスト（1963年―1968年），そし

て③共通第1次・2次学力試験（1979年―1989年）を経て，2012年現在（1990年～）導入されている

④大学入試センター試験（1990年―）というような4つの歴史的な変遷を辿ってきた。

　まず①進学適性検査とは，米国の SAT（Scholastic Aptitude Test）をモデルとしたものであるとさ

れ（清水，1957；日本教育学会入試制度研究委員会，1983），将来の大学進学において学習の基礎

となりうる知的素質を測定しようというものである。進学適性検査で，基礎的な知的素質のみを測

ることに主眼がおかれたのは，戦前の高等教育の機会が閉鎖的（旧士族の子弟が帝国大学，中産階

層の子弟の一部が慶應義塾などの私立大学に進学したのみ）であったために，学力が多様な学生が

多かったことや，戦時中の学徒動員によって学力試験のような到達度試験を受験できる教育を十分

に享受することが出来なかったなど，当時の時代背景によるところが大きいとされている（黒羽編，

1984）。しかし，この進学適性検査の成績を大学が積極的に利用しなかったため（黒羽，1985），進

学適性検査の意義が問い立たされるようになり，進学適性検査は廃止に至ることとなってしまった。
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　進学適性検査廃止後，大学入試として次に取り入れられたのが②能研テストである。能研テスト

とは，全国の高校2，3年生を対象に進学適性，学力検査（国語，社会，数学，理科，外国語）や，

職業適性検査を実施した上で，それらの結果を進路指導の資料として各高校へ戻し，指導に役立て

ることを目的としたものである。しかし，この能研テストの利用大学・短大数は，能研テストが導

入されてから年を経るごとに減少し（増田他，1961），またこれに，高度経済成長期で各種人材の

養成や，希少な高等教育資源を効果的に配分したいといったマンパワー政策の色合いが強かったこ

とが加わって，導入後僅か5年で姿を消すこととなってしまった（佐々木，1984）。

　そして能研テストに代わって，③共通第1次学力試験が取り入れられた。共通第1次学力試験とは，

高校教育の一般的な学習達成度を測ることを目的としたもので，そのために全ての受験生に5教科7

科目の受験が課せられていた。また，この共通第1次学力試験とは別に，各大学では当該大学・学

部の目的，特色，専門分野等の特性にふさわしい能力・適性を有するか否かを判定することを目的

とした2次学力試験が実施され，共通第1次学力試験，2次学力試験の成績と高校の調査書を総合し

て合否が判定されていた。だが1980年代に，私立で大学入試の多様化が進展したことを契機に，

1987年，国立でも共通1次試験の受験科目数が5教科7科目からそれ以下も可能となり，大学入試の

多様化が進んだ。しかし長い間，共通1次試験の受験科目数が5教科7科目だったために，大学の序

列化が顕在化し（天野，1983），また，2次学力試験で再度学力試験が課されていたことから，受験

生の負担が増すなどと批判を浴びたために（草原，2008），共通1次学力試験は廃止された。

　最後にこの大学の序列化を是正するために導入された④大学入試センター試験で，国公私の大学

による試験科目の利用をアラカルト方式としたため，さらに入試の多様化へ拍車をかけることと

なった。また現在，18歳人口が減少していることから，ますます入試が多様化するに至っている。

（2）学習成果と大学入試
　この結果，多様な大学入試が，大学での教育を受けるのに相応しい学生を選抜するという目標に

照らし合わせ，実際にどのような効果をあげているのか，研究が進められるようになっていった（大

膳，2005）。そしてそこでは，一般入試入学者は，他の入試方法による入学者と比較し，入学後の

学業成績が高い（野尻他，2003）とする研究や，高校の学業成績が優れていた者は，一般入試でも

優れた成績を示して合格し，入学後の学業成績でも秀でた成績（西堀・松下，1963）を修めるといっ

た研究成果がみられる一方，一般入試と推薦入試入学者とでは，入学後の教養科目の学業成績に差

はみられなかったとする実証的な研究もみられる（平野・森，1999）。一般的に，一般入試入学者

の方が，入学後の学業成績が高いことが想定されるが，このようにこれら一般入試と推薦入試入学

者との間に差がみられなかったのは，推薦入試入学者は推薦に値する学生としての意識・意欲など

が優れており，その結果として基本的な学力の差を補うことが出来たためであると解釈されている

（平野・森，1999）。さらには，推薦入試入学者と同様に，非学力型入試である AO入試入学者は，

入学後のホームページ作成など正解が無く，少しでも個性を発揮する必要のある科目の学業成績が

高いことが研究成果として示されている（渡辺・武谷，2003）。

　このようにこれまでの研究で，いずれの入試による選抜を行うことが，入学後の学業成績が高く
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なるのかは，研究成果が定まっていないことがわかる。だが，唯一共通しているのは，大学での教

育を受けるのにふさわしい学生の指標を，大学教育を受けた成果としての学業成績と設定して分析

を行っていることにある。しかしこの学業成績は，大学教員や，授業によって少なからず異なる基

準で学生に付与されている実態が見受けられる（藤村，2004）。また清水（2004，96頁）も，「学業

成績の評価に至っては，ほとんどが教員個々人の自由に任せられてきたのが実情であった」として

明確な成績基準に基づいた評価が行われてこなかった実態を指摘している。このため，学業成績を

もって一概に大学での教育を受けた成果として捉え，分析を実施することには慎重を期する必要が

ある。そしてこれまでの研究において，大学での教育を受けた成果とし，職業的レリバンス能力と

捉えた分析が行われていないことを踏まえれば，どのような入試で選抜することが，職業的レリバ

ンス能力の達成に繋がるか実証的に検証することが，今後の一つの重要な課題であると考えられる。

4．学習成果と各学年での質保証―大学退学者研究からの示唆―

　日本の大学は，「入試という一時点で一生涯が決まる（OECD, 1972，284頁）」と言われているよ

うに入試に合格さえすれば，大学在学中の学問的知識としての学習成果は問題視されずに，自動的

に卒業することが可能な，「入るのに難しく，出るのが簡単」な卒業主義システムである。しかし，

米国の大学においては，出口や，各学年（1年，2年 ･･）においても学問的知識としての学習成果

の質の保証が行われ，「出るのが難しい」システムとなっている（山田，1975）。そして各学年，特

に1年で大学が定める基準に学問的知識としての学習成果が達成しなかった学生ほど，退学や，留

年する傾向にあることが，OECD（2011）の統計データから把握することが可能である。

　この点に関する理論的な研究として，Vincent（1975，90頁，括弧内引用者加筆）は，「学生は特

定の家庭背景，個人特性，経験をそれぞれ保持して入学してくる。これらの諸特性は，学生の大学

での成績，目標，機関へのコミットメントの程度に影響を及ぼし，その結果，教育機関のアカデミッ

ク・システム（アカデミック・インテグレーション）や，社会的システム（ソーシャル・インテグ

レーション）の中にそれぞれ異なった程度で統合される。これらのシステムに統合される度合いが

弱いほど，大学へのコミットメントは小さくなるため，退学や，留年する確率は高くなる」と指摘

している。つまり Vincentはアカデミック・インテグレーションと，ソーシャル・インテグレーショ

ンの統合程度如何によって，退学や，留年が決定付けられるという立場をとっているのである。　

　この理論を踏襲した上で，アカデミック・インテグレーションの方が，ソーシャル・インテグレー

ションと比べ，退学や，留年との関連で重要であるとされ（Ernest & David, 1983），その中でも能

力や知識が変化していない者（Patrick & Ernest, 1978）や，学業成績といった学習成果が低い者ほど，

退学や，留年する傾向にあるとされている（Ernest, 1980）。さらに日本での最近の研究として村澤

（2008）があるが，大学に関わる変数が尋ねられていないデータを用いて分析を行っているため，

学習成果と退学や，留年との関連については把握出来ない。このように，OECDの統計データに限

らず，これら一連の理論・実証的な研究からも，能力や知識，学業成績といった学問的知識として

の学習成果が芳しくない者ほど，退学や，留年する可能性が高いという実態がみえてくる。
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　この学習成果を本研究では職業的レリバンス能力と捉えるが，米国の大学と同様に，日本の大学

においても出口で質の保証を行った場合，退学者が少ない分，大学が定める基準を達成出来ない学

生が一層顕在化することが想定される。そして出口一時点のみの質の保証では，このような評価基

準を満たせなかった学生が改善する上で金銭・時間的制約が生じてくる。だが，各学年でも職業的

レリバンス能力の達成程度を評価することで，これら評価に値しなかった学生がゆとりを持って改

善することが可能となると想定される。よって，学習成果としての職業的レリバンス能力の達成に

影響を与える要因に迫るために，各学年における同能力の影響を加味した実証的研究が望まれる。

5．学習成果とエンゲージメント研究3）

　「エンゲージメント」には一つ目に，学生が自身の学習や教育的目標のために充てる時間といっ

た「学生のエンゲージメント」と，二つ目に大学が学生を成功に導くために参画させる働きかけと

いった「大学（教員，職員）のエンゲージメント」があるとされている（George, 2003）。このため

本節ではまず，(1)では学習成果と学生のエンゲージメントについて研究動向の整理をし，次に，

エンゲージメントの中でも大学のエンゲージメントについては (2)教員，(3)職員の双方の観点か

ら研究を概観する。その上で，それぞれの項において残された課題を示すこととしたい。

　なお，(1)の学生のエンゲージメントについては，米国での最近の研究として Gary et al.（2011）

など数多くみられる。しかし米国の研究では，NSSE（National Survey of Student Engagement）にみ

るように，より広義な尺度で測定されているため，日本の研究と同様に扱うことには慎重を期する

必要がある。この問題に加え，本研究では紙幅の都合もあり，(1)では日本の研究を軸にみていく

こととし，米国の研究については，別の機会に譲ることとしたい。

（1）学習成果と学生のエンゲージメント
　職業的レリバンス能力と捉えた学習成果との関連から，大学関連の学習時間（葛城，2006）や，

授業外学習時間（溝上，2003）といった学生のエンゲージメントが重要であるとされ，これらの研

究では学生のエンゲージメントを量で表す指標として学習時間が用いられてきた。そしてこの文脈

から学習時間に関する研究が進められ，高校生活の過ごし方が大切であること（葛城，2007）や，

授業戦略の重要性（葛城，2007）が指摘されると同時に，学習時間に関連した各大学の事例的分析

も実施され（平尾，2009），さらには大学だけでなく，幅広く他高等教育機関でも研究が行われ始

めている（三好，2011）。一般に学習時間は，「授業での学習時間」と，「予習・復習といった授業

外での学習時間」から構成されるが（文部科学省，2011），これまでの一連の研究において，授業

での学習時間と，授業外での学習時間を組み合わせた学習タイプの影響は検証されることがなかっ

た。従って単位制度の実質化のために，学習タイプの4類型（「授業学習高群・授業外学習高群」「授

業学習高群・授業外学習低群」「授業学習低群・授業外学習高群」「授業学習低群・授業外学習低群」）

による相互作用効果を検証していくことが，今後の一つの課題である。

　その一方で，大学設置基準に基づき，単位制度を実質化することは大切ではあるが，教員によっ
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て想定している授業外での学習時間（想定授業外学習時間）が異なっているのではないかという疑

問も同時に生じる。そもそもなぜ大学設置基準において一単位の授業科目，授業での学習時間と，

授業外での学習時間を合わせて45時間の学習を必要とするのかと言うことについて，館（1997，94

頁，括弧内引用者加筆）によれば，「一週間分の標準労働時間と同様に一日八時間程度（平日八時間，

土曜日五時間，日曜日休日）の勉強を学生に課した」ことが始まりだとされている。また寺﨑（1999，

21頁，括弧内引用者加筆）も同様の点に言及しつつも，初めて単位制度が定められた戦後新制大学

出発時の状況を振り返り，「講義科目に対する予習・準備時間等を計算に入れた方式は，敗戦当時

の状況のもとでは，あまりリアリティがない。こうしたことを考えれば単位制度導入と計算方式の

定位が，少なくともその発生を（占領軍であった）アメリカの影響に負っているという推測は成り

立つ」と，明確な根拠がない中で，当時大学設置委員会委員長であった和田小六や，大学基準協会

を中心に，アメリカの圧力に屈する形で単位制度が受け入れられたものであったとされている。

　その上で，土持（2006，215頁）は，「当然，講義の内容あるいは授業の進め方によって自学自修

の『度合い』は違ったはずである。それを杓子定規に一律にしたところに自学自修の精神を歪めた」，

また佐々木（1957，265頁）も，「教室での学習と教室外での自習との時間比率をいかにとるかは，

授業のやり方で変わってくるはずである。従って授業科目ごとに担当教授が自己のやり方に照らし

予測される自習時間を考慮して定めることが合理的なのではあるまいか」と，教員によって想定授

業外学習時間が異なる可能性に言及している。従って，学習タイプによる影響と並行し，「授業の

準備・復習として，学生が週に何時間程度を使うことを想定しておられますか」といった質問をす

ることで，想定授業外学習時間が与える影響についても実証的に検証していくことが重要である。

（2）学習成果と教員のエンゲージメント
　次に教員のエンゲージメントについてである。職業的レリバンス能力と定めた学習成果との関係

から，学生と教員，学生同士の間で質疑・討論・意見交換を積極的に授業の中に取り入れる（木野，

2005），あるいは「学生が授業を受け身で受けるのではなく，自分たちも授業に参加しているのだ

という実感を抱かせることにより，学生に自発的な学習のきっかけを与える（木野，2009，136頁）」

双方向型授業の有効性（小方，2008）が指摘されてきた。またこの小方と同様のデータ（全国大学

生調査）を利用し，経済学部，工学部を対象として学部間の差異に着目した分析を行った両角（2011）

は，学部が違っても，双方向型授業の影響が確認されることを解明した。そしてこのような背景か

ら，双方向型授業に関する実践的な研究が多数進められてきた（小田・杉原，2010）。さらに，

Pace（1990）の CSEQ（The College Student Experiences Questionnaire）のデータを用い，George 

et al.（1997）は教員と学生間での授業内だけではなく，授業外でのコミュニケーションの必要性を

明らかにした。これら一連の研究では，在学生を対象としていたが，卒業生対象のデータを利用し

た研究（長谷川，2010）も実施されており，そこでは口頭でのプレゼンテーションの有用性が指摘

されている。また，米国において1990年頃から導入された学生が自分自身の学びと学習仲間の学び

を最大限にするために共に学び合うという（Smith, 1996）協同学習授業の重要性に言及され（Alberto 

et al., 2002），日本でも，藤本（2011）によって，グループワークやディスカッションに積極的に参
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加する有効性が指摘されている。この結果，協同学習授業の実践的な研究も行われてきている（ジョ

ンソン他，2001）。

　だが授業とは，学生の授業中の学習行動や，予習・復習といった授業外での学習時間も視野に入

れて展開しなければ成立し得ないものである。これまでの研究で有効性が指摘されてきた積極的な

質疑・討論・意見交換を行うことや，授業外も含めて共に学び合おうとする授業戦略は，授業中の

学習行動が意欲的であり（櫻田，2007），授業外での学習時間が長い（葛城，2007）高偏差値大学

の学生に限られる可能性が高い。従って，これまでの研究では，低偏差値大学の学生にとって有効

な授業戦略は明らかにされてこなかったのである。このため，高偏差値大学でその可能性を検討し，

特に低偏差値大学における有効な授業戦略を検証することが，今後の一つの重要な課題である。

（3）学習成果と職員のエンゲージメント
　最後に職員のエンゲージメントについてである。職員のエンゲージメントには，学生の基礎知識

や学習技能の習得，レポート作成といった「学習に対する支援」と，資格取得支援，就職支援や，

大学院進学（担当部署が教務課である大学もあるかもしれない）に関する相談といった「キャリア

センターのキャリア支援」があるとされている（清水，2009b）。まず，学習に対する支援の研究に

ついてであるが，これまで学生への学習助言に関する歴史的・実証的な研究が多数行われてきた。

学習助言とは，学生自身の人生とキャリアの上での到達点を明確にし，目標を実現するための教育

計画の開発を支援することであり，助言担当者が責任を負うものであるとされている（Crockett, 

1984）。また，Goetz（2004，89頁）は，「学生たちが適切な学習プログラムを確認し，在学中に豊

かな経験をし，また自分の才能，技術に基づく選択ができるよう視野や機会を広げることを支援す

る活動である」ことを指摘している。従来の研究では，ハーバード大学の創設年（1963年）から

1990年までを3つの時期に分類して，学習助言の定義，及び評価の有無ということが明らかにされ

（Frost, 2000），また，学習助言の目的や実施組織，実践主体による学習成果を向上させる効果的な

助言について検証されてきたほか（Gordon, 1992），さらにはその歴史が解明されてきた（清水，

2009a）。

　このようにこれまでの研究において，学習に対する支援の効果については，学習助言という観点

から検証されてきたが，もう一つの機能であるキャリアセンターのキャリア支援が及ぼす影響につ

いては明らかにされてこなかった。キャリアセンターのキャリア支援を受けている者は，職業意識

や規範を強く内面化していることが考えられるため，受けていない者と比べて，職業的レリバンス

能力を達成する可能性が高いと推測される。従って，職業的レリバンス能力の達成にキャリアセン

ターのキャリア支援が及ぼす影響について検証していくことが，今後の一つの重要な課題である。

6．結論と今後の課題

　以上，大学生の学習成果に関する研究動向と今後の課題を整理し，残された課題の検討を行って

きた。本研究を通して残された課題を6つあげてきたが，改めてまとめ直すことで結論としたい。
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　まず第2節では，就職との関連から長い間「空洞説」が優勢であったため，これまでの研究にお

いて，職業的レリバンス能力を達成するために，大学に関するどのような要因が影響を及ぼしてい

るのか，具体的に検証されてきておらず，実証的に明らかにする必要性があることを指摘した。

　第3節では，大学入試研究に関する研究動向について検討した。大学入試の多様化が進展する中で，

入試がどのような効果をあげているのか研究が進められてきた。そしてこれまでの研究では，その

効果として学業成績が基準とされてきた。だが，学業成績は個々の教員の主観的判断によるところ

が大きく，学業成績に代えて職業的レリバンス能力とし，分析を行う必要性を指摘した。

　第4節では，出口一時点のみの質の保証では，その評価基準を満たせなかった学生が改善する上

で金銭・時間的制約が生じてくる。だが，各学年でも職業的レリバンス能力の達成程度を評価する

ことで，これら評価に値しなかった学生がゆとりを持って改善することが可能となることを指摘し

た。よって，学習成果としての職業的レリバンス能力の達成に影響を与える要因に迫るために，各

学年における同能力の影響を加味した実証的な研究を行っていく必要性があることを述べた。

　第5節では，エンゲージメント研究に関する研究動向を概観した。まず学生については，これま

での研究で，授業外学習時間といった学習時間の重要性が指摘されてきた。しかし大学設置基準に

よれば，学習時間とは「授業学習時間」と「授業外学習時間」から成る。従って，単位制度の実質

化のために，授業学習時間と授業外学習時間を組み合わせた学習タイプが与える影響を検証する必

要性があることに言及した。またそれと同時に，そもそも教員によって想定授業外学習時間が異な

る可能性も視野に入れ，想定授業外学習時間が及ぼす影響についても検討する重要性を指摘した。

　次に教員について，授業とは，学生の授業中の学習行動や，予習・復習といった授業外での学習

時間も視野に入れて展開しなければ成立し得ないものであり，従来有効だとされてきた授業は高偏

差値大学の学生に限られる可能性が高いことに言及した。従って，高偏差値大学でその可能性を検

討しつつ，特に低偏差値大学で有効な授業戦略を明らかにすることが課題であることを述べた。　

　最後に職員について，エンゲージメントには「学習に対する支援」と「キャリアセンターのキャ

リア支援」があるが，これまでの研究では，学習助言の観点から学習に対する支援の効果に注目し

た研究のみが行われてきたことに言及した。その上で，学習成果としての職業的レリバンス能力に

対し，キャリアセンターのキャリア支援の影響に着目した研究を行う必要性があることを指摘した。

　このように残された課題は多いが，本研究で得られた6つの課題を検証することが重要である。

【注】

 1） 職業的レリバンス能力について小方（2001，86頁）は，「少なくとも新卒者に求められている

のは，入社後育成できない個人の性格や，育成が比較的困難な価値観や行動特性であって，従

来の基礎学力という意味とは異なる，新たな『訓練可能性』とも呼ぶべき能力なのである」と

指摘し，職業的レリバンス能力は，学問的知識とは異なる能力であることに言及している。な

お，職業的レリバンス能力とは，Astin et al.（1967）が指摘している人格・性格，価値観といっ

た情緒面（Affective）での学習成果と同様のものとして，本研究では扱うこととする。
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 2） 就職を含めた地位達成の研究には，就職に加え，所得，職業威信スコアや昇進などの領域があ

るが，例えば所得に対して大学偏差値（学歴）は家庭背景の媒介変数であるといった研究も見

受けられる（橘木・松浦，2009）。だが工学系は矢野（2009），経済学系は濱中（2012）が，大

学時代の学習の蓄積が現在の学習を支え，その成果が所得の上昇となって現れると指摘してい

るように，いずれの地位達成研究の領域でも少なくとも学習成果の重要性に言及されている。
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Literature Review of 
Undergraduate Student’s Learning Outcomes

Noboru MIYOSHI＊

　　Today, the shrinking size of the 18-year-old cohort in Japan reduces the functional importance of 

university entrance examinations and correspondingly increases the functional importance of undergraduate 

students’ learning outcomes at graduation.  

　　Within this context, the purpose of this study is to review the research literature on undergraduate student 

learning outcomes.  First of all, this study identified as a future possibility the use of entrance examinations to 

select students who will achieve the occupationally relevant outcomes at graduation.  Secondly, this paper 

suggested that each year, the university should assess the value-added to students’ occupationally relevant 

capabilities and identify which year contributes most to the value-added.  Thirdly, this research identified the 

relationship between students’ learning time and out of learning time which faculty assume are both influential 

in gaining occupationally relevant abilities.  Fourthly, this study reported that effective teaching strategies 

differ among universities and future papers should focus especially on lower ranked universities.  Finally, this 

research reinforced the need to focus in the future on the analysis of how student preparation for careers is 

designed to achieve the occupationally relevant abilities.

＊Doctoral Student，Graduate School of Education，Hiroshima University


